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Ⅰ.熊本県の
プロフィール
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■九州地方のほぼ中央に位置し、古くから九州の行政、交通、経済の拠点として発展
■多彩な農林水産業、半導体関連産業や自動車関連産業などが展開

人 口 ＝ 171万8千人（全国23位）

面 積 ＝ 7,409.18Ｋ㎡（全国15位）

県内総生産 ＝ 6兆1,051億円（全国25位）

※出典：総務省推計人口（令和4年度）、国土交通省国土地理院全国都道府県市

区町村別面積調（令和5年度）、内閣府県民経済計算など（令和2年度）

熊本県の概要

【Ⅰ.熊本県のプロフィール】

熊本県内の国の主な出先機関
（九州全体・複数県を統括する機関）

九州財務局 熊本国税局

九州総合通信局 九州農政局

九州森林管理局 九州地方環境事務所

陸上自衛隊西部方面総監部

２
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【Ⅰ.熊本県のプロフィール】

県内総生産額と構成比

産業別特化係数

※特化係数
特化係数が1.0 より大きい場合、全国と比べて特徴のある産業といえる。

出典：内閣府県民経済計算（令和2年度）など

■本県の県内総生産（名目）は６.1兆円で、九州全体の約12.1％のシェアを占める
■製造業が最も多く、次いで、保健衛生・社会事業、不動産業となっている
■また、本県産業の特徴として、産業別の特化係数では、農林水産業が2.9と最も高い

県内総生産額の九州に占める割合

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県

大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

福岡県
18兆8,869億円（37.4%）

佐賀県
3兆459億円（6.0%）

長崎県
4兆5,387億円（9.0%）

熊本県
6兆1,051億円（12.1%）

大分県
4兆4580億円（12.1%）

宮崎県
3兆6,025億円（7.1%）

鹿児島県
5兆6,103億円（11.1%）

沖縄県
4兆2,609億円（8.4%）

0% 50% 100%

九州・沖縄以外 九州・沖縄

九州・沖縄
50兆5,083億円（9.0%）

全国558兆7783億円
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半導体関連が
多数集積！

【Ⅰ.熊本県のプロフィール】
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Ⅱ.ＴＳＭＣの進出
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建設中のJASM工場

（2023年4月撮影）

半導体産業の集積強化
部材など貨物量の大幅な増加

新生「シリコンアイランド九州」の実現
～熊本が日本の経済安全保障の一翼を担う～

〇月間生産能力：55,000枚（300mmウエハー換算）

〇設備投資額：約１兆円
〇稼働開始：2024年末

〇建設場所：菊陽町原水（セミコンテクノパーク隣接地）

〇雇用予定者数：約1,700人

熊本県における経済効果は
２０２２～３１年の１０年間で６兆８５１８億円

経済効果（※九州FG公表値）

【Ⅱ.TSMCの進出】

６

建設箇所



半導体産業積
強化推進本部

半導体産業集積
強化推進ＰＴ

【Ⅱ.TSMCの進出】

（構成）
アドバイザー：両副知事、知事公室長

リーダー：商工労働部長

メンバー：知事部局各部
（県北広域本部を含む）

教育委員会

企業局

県警本部 ※政策審議監等

半導体産業集積
強化推進本部

（構成）
リーダー：知事

メンバー：両副知事

知事部局各部
（県北広域本部を含む）

教育委員会

企業局

県警本部 ※部長等

半導体産業集積
強化推進ＰＴ

TSMCの熊本進出決定後、様々な課題に対応するため、
直ちに全庁横断組織を立上げ
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【Ⅱ.TSMCの進出】
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中九州横断道路
熊本～大分を約140分で結ぶ

高規格道路を整備中。

九州中央自動車道

（九州横断自動車道延岡線）
熊本～延岡を約120分で結ぶ

高規格道路を整備中。

⚓

⚓

交通渋滞の解消

九州全体の産業活性化

すべての道は熊本に通じる

【Ⅱ.TSMCの進出】
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熊本の宝である地下水を

未来に残し、環境保全と

経済成長が両立した持続可能な

水循環体制の構築へ

行政・団体・企業による協議

熊本の地下水の保全に向けた協定締結
（左から水循環型営農協議会、県、JASM、菊陽町、くまもと地下水財団）

地下水涵養の推進

TSMCの進出を契機とした半導体関連産業
の集積が期待される中、地下水を維持し持
続的に使用する仕組み作りが必要

新たな涵養策について関係機関で
検討・協議

【Ⅱ.TSMCの進出】
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5/16、熊本地域における地下水涵養
推進に関する協定の締結



くまモンCPO就任

CPO：Chief Promotion Officer
（最高プロモーション責任者）

【Ⅱ.TSMCの進出】
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2022年7月25日撮影



Ⅲ.熊本地震からの
創造的復興
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【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】
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【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】
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■ 令和5年3月、災害救助法による応急仮設住宅の供与終了
■ ピーク時（平成29年5月末）、20,255世帯、47,800人が仮設住宅に入居
■ 益城町の土地区画整理事業の影響によって自宅再建ができない方々（5世帯、10人）には、県・
益城町の独自支援により、仮設住宅よりも快適な住環境を提供
■今後も益城町と連携し、最後のお一人が住まいの再建を果たすまで支援を継続

益城町木山仮設団地

災害救助法から県・町の独自支援

益城町市ノ後第二団地

仮設住宅から災害公営住宅へ無償入居

【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】
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〇国道57号／国道325号阿蘇大橋の早期復旧

【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】
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JR豊肥本線／南阿蘇鉄道の早期復旧

【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】

地
震
直
後(

２
０
１
６
年)

現
在(

２
０
２
３
年)
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【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】
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【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】

県道熊本高森線４車線化（約３.８km） ２０２５年度事業完了を目標
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【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】

益城中央被災市街地復興土地区画整理事業（約28.3ha） ２０２７年度事業完了を目標

20



【Ⅲ.熊本地震からの創造的復興】

コンセッション方式の導入による空港ビルの創造的復興

21



Ⅳ.令和2年7月豪雨
からの創造的復興
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】

23



【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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○中心市街地地区 土地区画整理事業の認可（R5.3.7）を受け、 R10年度完了に向けて、復興まちづくり推進協議会との協議や、

山田川整備と連携しながら推進

○青井地区 土地区画整理事業の認可（R5.2.7）を受け、 R10年度完了に向けて、復興まちづくり推進協議会と協議しながら

推進

○災害公営住宅の整備 Ｒ6.1月入居に向けて、相良町に建設中。また、東校区内での整備に向けて、事業者を選定

○中川原公園の復旧 地盤下げ工事を開始し、Ｒ5.3月に完了。災害復旧工事は、Ｒ5年度施工予定

○紺屋小町のオープン 民間事業者が主体となって飲食店街を整備（Ｒ4.12月）し、中心市街地における賑わいを創出

○避難路の整備 重要整備路線の測量設計に着手。一部路線は令和6年度から工事着手し、円滑な避難環境の早期整備を図る

【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】

■ 被災者の早期の住まい再建等に向け、山口居住エリアの宅地造成及び避難路整備について、令和５年度中の一部供用開
始を目指し、県が受託施行中

■ 災害公営住宅について、一勝地（８戸）は令和５年６月末に完成、渡（６０戸）は令和５年９月の入居に向け整備中

■ 渡小学校、千寿園の跡地については、球磨村が令和２年７月豪雨の犠牲者を追悼する慰霊公園等の整備を検討中

30



【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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【Ⅳ.令和2年7月豪雨からの創造的復興】
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Ⅴ.財政の姿
～決算状況から見るくまもと～
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令和4年度
歳入総額

1兆286億円
【▲1.7%】

2,247 

2,176 

2,021 

1,935 

2,008 

2,335 

2,443 

2,203 

2,057 

2,066 

963 

1,227 

1,288 

1,135 

1,392 

2,635 

2,636 

2,156 

1,357 

1,969 

2,106 

1,987 

1,779 

1,769 

1,770 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

R4

R3

R2

R1

H30

地方税

地方交付税

県債

国庫支出金

その他
9,446

8,253

（億円）

1,708 

1,735 

1,724 

1,733 

1,729 

261 

263 

260 

257 

251 

1,051 

978 

980 

1,011 

1,103 

3,064 

3,125 

2,679 

1,909 

1,938 

2,208 

2,159 

1,992 

1,964 

2,849 

1,491 

1,768 

1,383 

1,102 

1,043 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

R4

R3

R2

R1

H30

人件費

扶助費

公債費

補助費等

投資的経費

その他

7,976

・地方税
2,247 【+3.3%】

【 】内は前年度増減率

（単位：億円）

・地方交付税
2,335 【▲4.4%】

・県債
963 【▲21.4%】

・国庫支出金
2,635 【+0%】

・その他
2,106【+6.0%】

令和４年度
歳出総額

9,783億円
【▲2.4%】

・扶助費
261 【▲0.7%】

・人件費
1,708 【▲1.6%】

・公債費
1,051 【＋7.5%】

・補助費等
3,064 【▲2.0%】

（億円）

・投資的経費
2,208 【+2.3%】

・その他
1,491 【▲15.7%】

■ 地方税は、景気回復に伴う法人事業税の増（+46億円）

等により、全体で3.3%の増

■ 地方交付税は、R3年度と比較して再算定に伴う追加交

付分が減したことよる普通交付税の減（▲100億円）及び

令和2年7月豪雨関連経費の減等に伴う特別交付税の

減（▲7億円）により、全体で4.4%の減

■ 県債は、臨時財政対策債の減（▲233億円）等により、全

体で21.4%の減

■ 国庫支出金は、訪日外国人旅行者事業費補助の増

（+111億円）や地方創生臨時交付金（協力要請推進枠

分）の皆増（+111億円）等があるものの、生活福祉資金

貸付費等補助の減（▲89億円）や7月豪雨関連補助金

の減により、全体では増減なし

9,205

10,469

10,286

8,913

9,018

10,028

9,783

■ 人件費は、教職員退職手当の減（▲77億円）や小学校

職員給（期末手当）の減（▲6億円）等により、全体で

1.6%の減

■ 扶助費は、水俣病総合対策費等扶助費の減（▲2億

円）等により、全体で0.7%の減

■ 公債費は、償還元金の増（借換債を発行せず償還した

もの+38億円、熊本地震分の本格化+24億円）等によ

り、全体で7.5%の増

■ 補助費等は、生活福祉資金貸付事業の減（▲47億円）

や新型コロナワクチン接種体制支援事業（▲16億円）

の減等より、全体で2.0%の減

■ 投資的経費は、なりわい再建事業の増（+80億円）や

直轄災害復旧事業負担金（経済対策分）の増（+67億

円）等により、全体で2.3%の増

■ その他は、県債管理基金積立金の減（▲271億円）等

により、全体で15.7%の減

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

（グラフ左より）

（グラフ左より）

【Ⅴ．財政の姿～決算状況から見るくまもと～】

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いたもの。

歳入決算

歳出決算

36

■ 決算規模は、令和2、3年度は新型コロナウイルス感染症への対応や令和2年7月豪雨からの復旧・復興関連事業の実施に

伴い、歳入歳出ともに増となったが、R4年度は、歳入においては地方交付税の減、歳出においては補助費の減などにより、歳

入歳出ともに減（歳入：前年度比▲1.7％、歳出：前年度比▲2.4％）となった



9,248 

8,751 

8,265 

7,966 

7,631 

7,359 
7,473 7,484 

7,415 

8,224 
8,358 

7,664 7,690 

8,227 

7,832 

7,616 

10,189 

9,774 

9,205 

8,253 

9,446 

10,469 

10,286 

8,929 

8,463 

7,971 

7,710 

7,413 

7,192 
7,277 7,309 

7,248 

7,978 
8,084 

7,385 7,406 

7,804 

7,547 

7,371 

9,844 

9,429 

8,913 

7,976 

9,018 

10,028 

9,783 

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

歳入決算額

歳出決算額

（億円）

（注）平成12年までは、チッソ県債借換という特殊事情（平成９年度）を除くと8,000億円台で推移。その後、国の地方財政計画の縮小や県の財政健全化計画に基づく取組み等により減少傾向に転じ、平成17年度から平成20年
度は7,000億円台前半まで減少。しかし、平成21、22及び25年度は、大型の経済対策等の実施に伴い8,000億円前後まで増加。平成23年度及び平成24年度はこれらの縮小により7,000億円台となった。平成28年度は熊
本地震からの復旧・復興を図るための予算編成により、約1兆円規模となった。 平成29年度、令和元年度は、熊本地震関連の災害復旧事業の減少に伴う国庫補助金の減、災害復旧事業の減などにより前年度に比べ
歳入歳出ともに減となった。令和2、3年度は令和2年7月豪雨及び新型コロナウィルス感染症対応事業等によって、歳入歳出ともに増となったが、令和4年度は減に転じた。

【Ⅴ．財政の姿～決算状況から見るくまもと～】

決算規模の推移
（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いたもの。
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■ H28熊本地震からの復旧・復興の進捗に伴い、歳入歳出ともに減少していたが、R2年度から新型コロナウイルス感染症への

対応や令和2年7月豪雨からの復旧・復興関連事業の実施によって、歳入歳出ともに決算規模が拡大



■ 財政力指数（直近３カ年（R２～R４)の平均）は、昨年度と横ばい
■ 財政規模に対する公債費の大きさを示す実質公債費比率（直近３カ年（R２～R４)の平均）は、平成８年度が
ピークであった過去の投資的経費に係る通常県債の元利償還金が減少傾向にある一方、平成28年熊本地震関連及び
令和２年７月豪雨関連の県債は償還が本格化しつつあることから、0.5ポイントの増加
■ 財政規模に対する負債の大きさを示す将来負担比率は、平成28年熊本地震関連、令和２年７月豪雨関連及び国
土強靭化関連の県債残高が増えたことから11.2ポイントの増加

（注）

●実質赤字比率：3.75%以上→早期健全化団体、5%以上→財政再生団体 ●連結実質赤字比率：8.75%以上→早期健全化団体、15%以上→財政再生団体
●実質公債費比率：18%以上→起債許可団体、25%以上→早期健全化団体、 35%以上→財政再生団体 ●将来負担比率：400%以上→早期健全化団体

項 目 H30決算 R１決算 R２決算 R３決算 R４決算

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし 赤字なし

実質公債費比率 9.4 8.5 7.7 7.3 7.8

将来負担比率 194.9 205.6 210.9 198.3 209.5

財政力指数 0.41 0.42 0.43 0.40 0.40

標準財政規模
（単位：百万円）

417,143 418,498 425,882 442,289 435,111

自主財源比率 37.6 40.9 37.1 36.7 38.7

経常収支比率 93.6 94.2 92.7 84.9 90.5

実質収支
（単位：百万円）

14,544 12,662 23,985 20,600 24,628

実質単年度収支
（単位：百万円）

▲2,474 ▲1,873 11,332 ▲3,385 4,035

【Ⅴ．財政の姿～決算状況から見るくまもと～】

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いたもの。
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■ 地方公営企業とは、地方公共団体が直接、公共の利益を目的として経営する企業であり、本県では、地方公営企業
法の適用を受ける公営企業として、５事業を経営
■ 病院事業では、平成１５年度以来黒字を継続
■ 電気事業では、主力の水力発電所のリニューアル事業に伴う発電停止等により損失を計上
■ 工業用水道事業では、需要開拓やコンセッション方式の導入（令和３年度～）等により経営改善に努めている
■ 有料駐車場事業では、開業２年目以来黒字を継続。平成28年度からは指定管理者運営に移行
■ 流域下水道事業では、安定的な経営を行ってきたところ、令和２年度からは地方公営企業法を適用した企業会計に
移行

（単位：百万円）

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

区 分
令和４年度 令和３年度 前年度増減

収益 費用 純損益 収益 費用 純損益 収益 費用 純損益

病 院 2,080 1,580 500 1,984 1,677 307 96 △97 193

電 気 1,957 2,241 △284 1,007 1,621 △614 950 620 330

工業用水道 939 1,092 △153 1,046 1,176 △130 △107 △84 △23

駐 車 場 109 37 72 101 69 32 8 △32 40

流域下水道 3,204 3,020 184 3,221 3,200 21 △17 △180 163

合 計 8,289 7,970 319 7,359 7,743 △384 930 227 703

区 分
令和４年度 令和３年度 前年度増減

収入 支出 差引 収入 支出 差引 収入 支出 差引

病 院 904 1,026 △122 350 457 △107 554 569 △15

電 気 2,895 4,844 △1,949 2,658 2,804 △146 237 2,040 △1,803

工業用水道 692 754 △62 653 741 △88 39 13 26

駐 車 場 0 50 △50 0 200 △200 0 △150 150

流域下水道 786 1,290 △504 1,200 2,072 △872 △414 △782 368

合 計 5,277 7,964 △2,687 4,861 6,274 △1,413 416 1,690 △1,274

【Ⅴ．財政の姿～決算状況から見るくまもと～】
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■ 民間資金（市場公募＋銀行等引受）について、令和4年度は臨時財政対策債の発行が少なくなり、発行総額が
減少。公的資金を優先的に借り入れていることから民間資金の割合が低下

■ 令和4年度は、市場公募債を600億円発行（うち415億円は借換債に充当）。300億円を共同債、100億円を
主幹事方式、200億円をシ団方式で発行

（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる、臨時財政対策債、減税補てん債（交付税措置のある75%分に限る。）等、熊本地震・令和2年7月豪雨関連を除いたもの。
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（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

【Ⅴ．財政の姿～決算状況から見るくまもと～】
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■ 財政健全化の取組みにおける投資的経費の抑制等や金利低下に伴い、公債費は近年減少傾向にあったが、令和3
年度から増加に転じ、令和４年度は1,051億円

■ 県で発行をコントロールできる通常債の残高は、財政健全化の取組みによって減少トレンドを維持してきたが、国土強
靱化事業への取組み等が影響し、令和２年度から増加に転じている

■ 市場公募債の満期一括償還に備え、平成18年度から県債管理基金に積立てを行っている

（億円） （億円）
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1,476

（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる、臨時財政対策債、減税補てん債（交付税措置のある75%分に限る。）等、熊本地震・令和2年7月豪雨関連を除いたもの。

【Ⅴ．財政の姿～決算状況から見るくまもと～】
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Ⅵ.一般会計予算の
概要

～予算から見るくまもと～
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■ 令和5年度当初予算は、令和4年度に比べ106億円の増となり、当初予算額としては県政史上最大の規模となった
■ 増額の要因は、法人2税や地方消費税等の増によって県税が増となったこと、地方交付税が増となったこと、感染症
対応のため国庫支出金が増となったことなどが挙げられる

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

令和5年度
当初予算

9,136億円
【+1.2％】

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

・県税
167,099（18.3%）【＋0.7%】

・地方交付税
223,515（24.5%）【＋1.8%】
・地方特例交付金

924（0.1%）【＋53.2%】

・地方消費税清算金
89,912 （9.8%）【＋11.4%】
・地方譲与税
28,606（3.1%）【＋16.0%】
・交通安全対策特別交付金

286（0.0%）【▲0.8%】

・県債
80,139（8.8%）【＋4.4%】

・国庫支出金
179,142（19.6%）【＋0.7%】

・分担金及び負担金
3,862（0.4%）【▲3.5%】
・使用料及び手数料
8,797（1.0%）【▲5.1%】
・諸収入
69,318（7.6%）【▲15.0%】
・繰入金
59,946（6.6%）【▲0.1%】
・財産収入
1,695（0.2%）【＋9.5%】
・寄附金

349（0.0%）【＋45.6%】

【 】内は前年度増減率

【Ⅵ．一般会計予算の概要～予算から見るくまもと～】

令和４年度
当初予算

9,030億円
［＋4.4％】

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

・県税
165,972（18.4%）【＋13.1％】

・地方交付税
219,481（24.3%）【▲0.1％】
・地方特例交付金

603（0.1%）【▲34.3％】・地方消費税清算金
80,712 （8.9%）【+1.9％】
・地方譲与税
24,655（2.7%）【＋28.6％】
・交通安全対策特別交付金
289（0.0%）【▲5.0％】

・県債
76,744（8.5%）【▲30.8％】

・国庫支出金
177,930（19.7%）【＋20.9％】

・分担金及び負担金
4,004（0.4%）【＋14.3％】
・使用料及び手数料
9,266（1.0%）【▲1.9％】
・諸収入
81,592（9.0%）【▲5.7％】
・繰入金
60,010（6.6%）【＋49.8％】
・財産収入
1,547（0.2%）【＋18.8％】
・寄附金

239（0.0%）【＋4.0％】
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■ 令和５年度当初予算は、令和４年度に比べ、106億円の増加。 これは、扶助費や投資的経費の増等が主な要因
■ また、新型コロナウイルス感染症への対応や令和２年７月豪雨からの復旧・復興関連事業の実施、半導体産業の更
なる集積に向けた取組み等に伴い、当初予算額としては、県政史上最大の規模となった

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

（単位：百万円）

（ ）内は構成比

【 】内は前年度増減率

○Ｒ２.９補(肉付後)にいったんゼロとなった４基金について、83億円を確保

【Ⅵ．一般会計予算の概要～予算から見るくまもと～】

・扶助費
116,413（12.7%）
【+3.8%】

・公債費
101,838（11.1%）
【+0.2%】

・物件費
46,492（5.1%）
【+10.0%】

・その他
305,334（33.4%）
【+8.1%】

・普通建設事業費
141,232（15.5%）
【＋7.4%】

・その他
351,826（38.5%）
【+1.9%】

・投資的経費
175,722 （19.2%）
【＋2.9%】

令和５年度
当初予算

9,136億円

・人件費
167,791（18.4%）
【▲3.2%】

・ 国直轄事業負担金
16,195（1.8%）【▲3.3%】・災害復旧事業費

18,295（2.0%）
【▲18.7%】

・義務的経費
386,042（42.3%）
【▲0.3%】

・扶助費
112,150（12.4%）

・公債費
101,635（11.3%）

・物件費
42,266（4.7%）

・その他
302,873（33.5%）

・普通建設事業費
131,488（14.6%）

・その他
345,139（38.2%）

・投資的経費
170,746 （18.9%）

令和４年度
当初予算

9,030億円

・人件費
173,374（19.2%）

・ 国直轄事業負担金
16,756（1.9%）

・災害復旧事業費
22,502（2.5%）

・義務的経費
387,158（42.9%）
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Ⅶ.熊本県
市場公募債の状況
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■ 平成16年度に初めて全国型市場公募債を発行し、令和２年度からは主幹事方式による定時償還債も発行
■ 令和５年度においては、７月の５年債100億円、10月の10年債100億円に加え、６月に20年定時償還債（主
幹事方式）を100億円発行
■ また、共同債において、11月と3月に当県において初めてグリーンボンドを発行予定

（注１）共同債は、全国型市場公募債を発行する地方公共団体（37団体）が共同して発行する債券
（注２）発行計画は、年度途中に変更する場合がある
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■ 平成15年度に初めて住民参加型市場公募債を30億円（５年債）発行
■ 平成16年度に全国型市場公募債を100億円（10年債）を発行
■ 平成17年度から平成20年度まで、個別債を300億円発行
■ 平成18年度から、共同債300億円を発行
■ 平成21年度から令和元年度までは個別債200億円、共同債300億円を発行
■ 令和2年度は、個別債300億円、共同債300億円を発行
■ 令和3年度は、個別債400億円、共同債300億円を発行
■ 令和５年度発行分個別債は、6月に20年定時償還債100億円、7月に5年債100億円を発行済。

10月に10年債100億円を発行予定
■ また、共同債について、1回あたり50億円を年6回にわたって総額300億円発行予定。別途、グリーン共
同債を50億円発行予定

（単位：億円）

（単位：億円）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

5年債
（満期一括）

100 100

10年債
（満期一括）

100 100

20年債
（定時償還）

100 100

共同債 50 50 50 50 50 50 300

グリーン
共同債

25 25 50

合計 50 150 150 50 100 50 50 650
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＜熊本県債に関するお問い合わせ先＞

■ 熊本県総務部財政課

●〒862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目18番１号

●TEL：096-333-2084 ●FAX：096-382-7815
●e-mail：zaisei@pref.kumamoto.lg.jp ●HPアドレス：http://www.pref.kumamoto.jp/

・本資料は投資家向けに情報提供するものであり、投資に関する売買等
の取引を提案、勧誘、助言するものではありません
・本資料に掲載している情報は、修正される場合があります

Ⓒ 2010熊本県くまモン


